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1. 事業への応募、経緯

2. 今年度実施したこと

3. 次年度以降の展望

➢ 脱炭素経営の取組の参考に

環境省
地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制構築モデル事業について



地域ぐるみ事業への応募、経緯について
目的・背景

◼地域ぐるみ（行政、金融機関、経済団体等）での支援体制が必要→ＥＳＧ協議会の体制強化

◼普段から中小企業の経営支援に携わる地域金融機関が、積極的に中小企業にアプローチする支援

→プッシュ型支援が効果的

県と地域金融機関で取り組む

地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制の構築

スキーム図

中小企業
への

支援体制
の構築

モデル事業の実施 ブラッシュアップ

連携団体

市町村
商工会議所等

中
小
企
業

事業実施者

阿波銀行
徳島大正銀行
阿南信用金庫

＋
徳島県

徳島版ESG地域金融活用協議会

【有識者】徳島大学

【地域金融機関】阿波銀行、徳島大正銀行、
阿南信用金庫

【地域経済団体】
中小企業団体中央会、商工会議所連合会、商工会連合

会、経営者協会、徳島経済同友会

【エコパートナー企業】宮地電機（株）など

【行政機関】徳島県、市町村

【その他】
NPO法人環境首都とくしま創造センター

連携

知る支援

測る支援

減らす支援
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「ESG協議会」をハブとした脱炭素経営事例の創出と、県下全体への横展開

中小企業モデル事例創出によるノウハウ蓄積を起点に、「ESG協議会」を、ステークホルダー間での情報共有
及び支援メニューの提供をおこなう地域ぐるみ体制へ強化し、脱炭素経営モデルを徳島県全体に展開

【脱炭素プレイブックの作成】

• モデル事例創出にて獲得したノウハウを一般化することを目的に、金融
機関職員が現場持参する中小企業との対話型ツールとして脱炭素プレ
イブックを作成

【事例の県下展開に向けた、セミナー・WS・見学会の実施】

• 脱炭素機運醸成にむけ、支援を受けた中小企業が自らの気付きや効
果を紹介するセミナー、WS、見学会を実施

• 市町村、関連ステークホルダーにヒアリングを実施し、次年度以降の展開
方針（関係者、その役割等）を整理

• 金融機関以外に支援機関となり得る関係者を検討し、次年度以降に
向けた体制拡大を検討

【中小企業の脱炭素モデル事例の創出】

• 県内を東・西・南に分け、各金融機関の顧客かつ各エリアで中核となる
中小企業（12社）を選定し、身近な中小企業をモデルとした削減計
画策定・省エネ診断・ビジネスマッチングの一気通貫な支援を実施。また、
同支援に金融機関職員が同行することで、そのノウハウ獲得。

• 支援機関（金融機関や
経済団体）に脱炭素経
営の専門家やGX人材が
不足

• 「ESG協議会」を設立した
が、中小企業のモデル事
例創出や、参加団体同
士の具体的な連携はして
いない

• モデル事例創出後の展開
方針が定まっていない

2~3年後に目指す姿

今年度の
ゴール

• 中小企業の脱炭素支援のノウハウを金融機関を中心に獲得し、具体的な支援事例が創出できていること。
• 具体的な支援事例を踏まえ、金融機関やエコパートナー企業等が提供する支援メニューの必要性を中小企業が認知し、脱炭素に
向けた機運が高まっていること

• 事例の県下全域への展開に向けた課題や、それに対する徳島県や金融機関のアクション事項が明確になっていること

現状認識

• 金融機関が削減計画策定を支
援し、ESG協議会所属のパート
ナー企業による省エネ診断や、
金融機関からのマッチング先事
業者による設備導入を行う

対
象
企
業

ア
プ
ロ
ー
チ

支
援
概
要

• 金融機関・商工会議所等が中
堅・中小企業にエンゲージメント
する

• 県内の中小企業

申請者
(順不同) 徳島県、阿波銀行、徳島大正銀行、阿南信用金庫

徳島県の地域ぐるみ事業について



5

金融機関名 #

省エネ診断・CO2削減計画策定支援実施状況

企業名 所在地 業種 省エネ診断 削減計画 備考

阿波銀行
（5社）

1 Ａ社 神山町 鉄骨鉄筋工事 ○ ○

2 Ｂ社 吉野川市 パルプ紙加工業 ○ ○

3 Ｃ社 徳島市 機械器具卸売業 ○ ○

4 Ｄ社 三好市 製造業 ○ ○

5 Ｅ社 阿南市 機械部品製造業 ○ ○

徳島大正銀
行

（5社）

6 Ｆ社 小松島市 農業 ○ ○

7 Ｇ社 三好市 土木建築業 ○

8 Ｈ社 徳島市 飲食（弁当）製造業 ○ ○

9 Ｉ社 東みよし町 畜産業 ○

10 Ｊ社 阿南市 水産物加工業 ○ ○

阿南信用金
庫

（2社）

11 Ｋ社 阿南市 食品製造業 ○

12 Ｌ社 阿南市 飲食・教育サービス業 ○

中小企業のモデル事例の創出



脱炭素プレイブックの作成

県のHP

YouTube

◼ 中小企業の脱炭素推進に関して、「知る」「測る」「減らす」それぞれのフェーズの応じた、取り組み方法
や、実際の推進事例をプレイブックとして作成（＋動画コンテンツ）

◼ 幅広い方に参照頂くことを想定し、用途プレイブックに掲載されたQRコードから県のHPやYouTubeに
アップされた動画に移動する仕掛けを実施予定

脱炭素プレイブック 支援事例をまとめた動画コンテンツ

「知る」「測る」「減らす」それぞれのフェーズの応じた、
取り組み方法や、実際の推進事例を掲載。またQR
コードを添付すること右記動画コンテンツへのアクセス
に繋げる。

QRコード

本事業での中小企業への支援内容の様子をとりまと
めた動画コンテンツを、県のHPやYouTubeで公開。



事例の県下展開に向けた、セミナー・WS・見学会の実施



目指すべき支援体制 その１

協議会WG

東部圏域

中小企業

中小企業

南部圏域

中小企業

中小企業

中小企業

西部圏域

中小企業

中小企業

阿波銀行

徳島大正
銀行

阿南
信用金庫

徳島県

ESG協議会

支店(東部圏域)

阿波銀行

徳島大正銀行

支店(南部圏域)

阿波銀行

徳島大正銀行

阿南信用金庫

支店(西部圏域)

阿波銀行

徳島大正銀行

ESG協議会 参加団体

市町村
提携民間企業

（エコパートナー企業）

経済団体
（商工会議所等） モ

デ
ル
事
例
を
全
県
下
へ
波
及

支店と
連携した
顧客企業
への支援

地域ステークホルダーとの連携
（各圏域に対応したサブWGの運営やWS実施）

モデル事例

モデル事例

モデル事例

支援メニューの提供・紹介

支援メニューの
提供・紹介

支援メニューの提供・紹介

域内企業や会員企業を対象としたエンゲージメント、支援メニューの提供・紹介

⚫県と金融機関が連携し、金融機関・経済団体・市町村などの「地域のステークホルダー」を巻き込み、

多方面から中小企業にアプローチし、継続的に連携支援できる体制を構築

⚫モデル事例を創出し、脱炭素経営促進に向けて、県内で情報・事例を幅広く共有できる体制を整備

:地域ステークホルダー



目指すべき支援体制 その２
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連
携
実
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を
想
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脱炭素経営を理解していただ
き、排出量可視化を促す

省エネ診断結果に加えて、
燃料転換や再エネ電気
調達の観点で削減計画

の作成を進める

省
エ
ネ
診
断

補助金制度
を紹介する

補助金制度
を紹介する

Jクレジット制度を紹介する

意識啓発 現状把握 目標設定 施策実行 情報開示

認知・興味 可視化 削減計画 省エネ 再エネ 資金調達 開示

知る 測る 減らす 情報公開

金融機関からの提案機能

都道府県からの提案機能

その他からの提案機能

削減効果や投資回収期間など
を起点に優先順位をつけ施策

を推進する

削減計画に基づき最適な融資を紹介する

ツールで出力できる項目が報告に必要な項目と連動するように
調整するなど、制度への参加を促進する

相
談
窓
口

国・県・市町村
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